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【事案の概要】

1 経過

 ・地方整備局○○事務所から委託を受けた受託者が、国道上空で、ドローン１台を飛行さ　

　せ、当該国道の４車線化の拡幅工事が完了し開通した様子を撮影

・地方整備局○○事務所が、動画をＳＮＳに投稿したが、航空法違反に当たるのではない

　かとの指摘が相次ぎ、当該動画を削除

・○○県警は、受注者とその社員２名が飛行に必要な承認を国土交通大臣から得ていな

　かったとして、航空法違反の疑いで書類送検

2 書類送検容疑

　航空法上、国土交通大臣の承認が必要となる次の２点で、承認を受けていなかったこと

が航空法違反と判断された。

(1) 第三者又は第三者の建物、第三者の車両などの物件との間に距離（３０ｍ）を確保できな

い飛行

　受注者は、発着場として付近の駐車場の一部を借り受けてドローンを飛行させたものの

発着地点の半径３０ｍの範囲内に電柱や街灯が存在していた。

(2) 目視外での飛行

　飛行ルートの延長は約１.３Kmで、操縦者から８００ｍ程度離れた場所までドローンを

飛行させたが、８００ｍは目視内ではないと判断された。


